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【首都直下地震の避難者対策の課題】 
 ○首都直下地震に際しては、膨大な数の避難者が想定されているものの、特に東京都区部においては避難所不足が懸念されるほか、膨大な応急住

宅需要に対してその需要をまかなうだけの応急住宅の提供が困難であることが懸念される。 
                     【参考１：首都直下地震の避難者数、参考２：東京都区部における避難所の需給関係、参考３：応急住宅の需給関係】 

 
【対策の主な論点】 
１．避難所への避難者数をどのように低減させていくか。 
 ○  被災者の中には余震等に対する自宅の安全性を危惧して避難する人もいることから、安全な住宅への早期に戻っていただくことは避難者数を低

減させる上で重要である。そのために、被災建築物の応急危険度判定等を迅速に実施する体制をどのように構築していくか。 
                                                               【参考４：被災建築物応急危険度判定について】 

 
２．避難所をどのように確保していくか。 
 ○ 現在の避難所は、公立小中学校を中心としているが、他の公的施設・民間施設についても避難所としての利用を考えておく必要がないか。また、

帰宅困難者対応との関係（帰宅困難者の一時滞在施設と避難所の棲み分け等）についてどのように考えるか。 
                                                                    

３．避難所に対する必要物資の供給体制をどのように確立していくか。 
 ○ 発災時において各避難所における必要な物資等の調達及び供給を実施するためのロジスティクスをどのように確保していくべきか。 
                                                          【参考５：東日本大震災における物資調達・輸送の課題】 

 
４．広域避難の枠組みをどのように構築していくか。 
 ○ 必ずしも被災地に留まる必要のない人などに対して、帰省・疎開の奨励・あっせんが必要ではないか。帰省・疎開を進めるためには、どのような対

応をあらかじめ検討しておくべきか。 
 ○ 自宅のある地域の避難所で避難者が収容しきれない場合にあっても、同じ市区町村、同じ都県、さらに近隣都県を含めると、避難者の収容場所を

確保できる場合がある。そのため、広域避難を前提とした対策をあらかじめ検討していくべきか。 
                                                                  【参考６：東日本大震災における避難状況】 

 
５．被災者に提供する応急住宅をどのように確保していくか。 
 ○ 応急仮設住宅では膨大な需要を満たすことはできないため、既存の空家・空室の積極的な活用を図るべきか。 
                                                           【参考７：東日本大震災における応急住宅の提供状況】 
 ○ 首都直下地震においては、１都３県の広域で甚大な被害が想定されるため、応急住宅をどのように広域的に調整するべきか。 

首都直下地震の避難者対策の主な論点 
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【参考１】首都直下地震の避難者数 
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中央防災会議（H17）による想定避難者数 
（想定条件） 
  東京湾北部地震M7.3 
  冬18時発災、風速15m/s 

 首都直下地震発災時には、膨大な数の
避難者の発生が想定されている。 

    避難者数      最大約700万人 

    避難所生活者数  最大約460万人 
   （平成17年中央防災会議「首都直下地震対策専門調査会」による） 

 この想定は、今後の被害想定の見直しに
よって、さらに増加することも考えられる。 

避難者数の定義 
・住宅被害を受け避難する人と建物自体には被害がな
いが断水により避難する人の２種類を想定 

・阪神・淡路大震災の事例から、避難所へ避難する人
（＝避難所生活者）と避難所以外へ避難・疎開する人
（＝疎開者）の割合は、６５：３５として推計 
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 平成20年中央防災会議「首都直下地震避難対
策等専門調査会」の推計によれば、東京湾北部
地震を対象とした場合、 

 東京都区部の避難所は、自区内避難に対
して約60万人分不足することが想定される。 

 23区全体で広域的な避難を実施しても、約
49万人分不足するが、多摩地区の避難所
や、近隣３県の避難所には収容力に余剰
がある。 
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【参考２】東京都区部における避難所の需給関係 
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※この需給関係は、平成19年時点の推計結果であり、そ

の後の対策の進捗、また今後の想定の見直しによって変
わるものである。 3 
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【参考３】応急住宅の需給関係 

 平成20年中央防災会議「首都直下地震避難対策等専門調査会」の推計によれば、東京湾北部
地震を対象とした場合、 

 １都３県における応急住宅の需要は約１６２万戸と想定される。 

 一方で、応急仮設住宅の供給は、半年で約１２万戸、建設用地は約２０万戸分に限られる。 

 被災を免れた民間賃貸住宅の空家・空室の利用を考えると、１都３県で約９２万戸が利用で
きる可能性があり、周辺県の約３３万戸の空家・空室を活用すれば、応急住宅需要を満たす
ことができる可能性がある。 

※この需給関係は、平成15年時点の
空家戸数を利用したものである。 
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【参考４】被災建築物応急危険度判定について 

被災建築物応急危険度判定の位置づけ 応急危険度判定士の登録促進 

資料出典：一般財団法人 日本建築防災協会「全国被災建築物応急危険度判定協議会」ホームページ 
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 必要な物資を必要なタイミングで届けることが必ずしも十分ではなかった。 
 ○ 地方公共団体からの需要追従型であったため、被災者に必要な物資が適切なタイミングで供給できなかった。 
 ○ 県の集積拠点までは物資を届けることができたが、市町村・避難所への配送が滞留した。 
 ○ SSの被災状況や交通に関する情報等が不足したこともあり、全国からの燃料の供給体制が構築できたのは、3月17

日となった。 
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【参考５】東日本大震災における物資調達・輸送の課題 

資料出典：中央防災会議 防災対策推進検討会議（第2回） 「東日本大震災における災害応急対策等について」（内閣府資料） 6 



【参考６】東日本大震災における避難状況 

東日本大震災においては、全国４７都道府県、
1200以上の市町村にまたがって約34万人が
避難。 

特に、県外避難については、 

 岩手県から約1,600人、 

 宮城県から約8,400人、 

 福島県から約62,000人  が避難。 

資料出典：復興庁ホームページ 7 



【参考７】東日本大震災における応急住宅の提供状況 

資料出典：復興庁ホームページ 

東日本大震災においては、応急仮設住宅の建設とともに、民間賃貸住宅、公営住宅等の既存の住
宅ストックを今回初めて本格的に活用 

8 


